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ICTが我々の生活の隅々にまで深く影響を与えているにもかかわらず，政治過程とくに選挙過程においてはあまり
活発ではない。デメリットが大きいと考えているからであろう。そこで，本稿ではその限界と可能性について，憲法
学の観点から考察を行う。憲法上の選挙原則を考え，そのうえで，選挙過程におけるICTの類型としての，ネット選
挙，電子投票，そしてインターネット投票を考察し，問題点を明らかにする。
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第１章 問題の所在

“IT”（Information Technology，情報技術）という言
葉が周知されて久しい。近年は“ICT”（Information and
Communications Technology，情報通信技術）という
言葉が用いられる。ほぼ同義であるが，総務省のIT政
策大綱は，２００４年からICT政策大綱に名称変更している
こと，また“IT”よりも“ICT”の方が，「通信」とい
う意味が付加される分，広い意味になるため，本稿では
“ICT”を使用する。
ICTは深く我々の生活の隅々にまで影響を与え，変容

をもたらしている。たとえば，ある言葉がわからないと
きにはかつては紙媒体の辞書で調べるというのが常套で
あったが，現在はインターネットで検索する人も多い。
また，何か物品を入手したいときには，かつてはお店ま
で出向いて購入するか，電話をして通信販売を購入する
かということであったが，現在ではインターネット上で
仮想モールを通じて注文とクレジットカードで決済がで
き，自宅まで郵送してくれたりする。すなわち，電子商
取引である。さらに，大学においては，教員が課すレ
ポートの提出方法を学生がメールあるいはそれに準ずる
方法により提出することが求められたりすることもある。
従来は情報を発信する側と受信する側の役割分担が明確
で，それが入れ替わることがあまりなかった。新聞やテ
レビなどのマスメディアは一方的に情報を流し，視聴者
はそれを受け取るのが基本であったのである。すなわち，
インターネットの利点は，それ以外と異なり，双方向で
情報を送受信できることである。
このように，情報を文字や音声で表示できるものであ

るなら，大概はICTを介して解決できてしまうのである。
衣・食・住のすべてに広く深く関連しているのである。
しかし，国の統治機構にかかわる立法，行政，司法の

うち，立法が関係する，（狭義の）政治（１）において，ICT
は活発ではない。とくに，政治過程の入り口である，選
挙の過程すなわち選挙過程においてそうである。たとえ
ば，指定された投票所でジュラルミン製の記入台の上で
鉛筆で投票用紙に当選させたい候補者ないし政党名を記
入し，開票は立会人や参観人等の衆人環視の下その投票
用紙を手で数える。そして，選挙運動中は公職選挙法
（以下「公選法」とする。）の規定により候補者のホー
ムページは更新が止まるのである。なぜ，最先端の文明
の利器を活用しないのか。それは不正等のデメリットが
大きいと考えているのである。
そこで，本稿では，選挙過程に焦点を当てて，そこに

おけるICTの限界と可能性について，憲法学の観点から
考察を行う。

第２章 選挙の原則

国の統治機構ないし政治制度において，憲法の規定を
中心として法令が整備されていることを考えれば，憲法
の解釈から始める必要がある。憲法前文及び１条で国民
主権を謳い，その具体的規定として主に１５条を中心とし
て選挙権などについての規定をおいている。
有権者の集合体である，有権者団の構成員となって行

動しうる権利を選挙権といい，個々の有権者が公務員の
選任行為に参加して意思表示を行う権利である投票権と
区別する［佐藤２０１１：４０１―４０２］。国民主権に直結しそ
れを具現化しているのは，選挙権である。
憲法１５条１項でいうところの選挙権の法的性格につい

ては，公務説，権利説［杉原１９８０：７０；杉原１９８９：
１７５；辻村１９８９：１６９；辻村２００８：３３８］，その両者を併
せ持つ二元説［林田１９５８：３９；清宮１９７９：１３７；宮沢
１９６２：１５７；芦部２０１１：２５３］の対立がある。公務説に
たてば選挙は公的な仕事であるためその放棄は許されず
行使は義務ということになり，権利説にたてば権利であ連絡先著者：岡田大助
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るためその行使をするか否かは各人の自由意思によると
いうことになる。しかし，公務説に立つ論者は今日いな
い。二元説はその双方を包含したものである。これにつ
いては，次第にとくに第二次大戦後において，実際の有
権者との意思の一致が重視される，社会学的代表観を加
味した半代表制の必要がいわれていることを考えれば，
純粋代表の時代はかつては公務のみで，相当将来的展望
である直接制では権利のみになるが，その過渡期間は，
シーソーゲームを繰り返しつつ，権利説に向かっている
といえる［岡田２０１２：１８５―１８８］。
立憲民主主義国家における選挙の憲法上の諸原則は，

普通選挙，平等選挙，直接選挙，秘密選挙，自由選挙の
５つとされる［藤井２００８：３１１―３１４；辻村２００８：３３８；
小 林２００９：１０８―１１０；高 橋２０１０：３７３―３７４；芦 部
２０１１：２５４―２５７；佐藤２０１１：４０２―４０６；長尾２０１１：１７６―
１７７］。選挙制度の構築は，立法府による法律の制定が基
本であることを考えれば，５つの原則は立法府を名宛人
としたものである。
普通選挙とは，財産や納税額の多寡を選挙権の要件と

しない選挙である。憲法１５条３項は「公務員の選挙につ
いては，成年者による普通選挙を保障する」とすること
による。我が国では旧憲法下の１９２５年に治安維持法と抱
き合わせで男子普通選挙は実現しているのであるが，男
女普通選挙は戦後からとなる。この原則からすれば，か
つての我が国の第一回衆議院総選挙のように，直接国税
１円以上の納税を要件とするような選挙はここで否定さ
れる。
また，平等選挙とは，複数選挙や等級選挙を否定し，

一人一票（one person, one vote）を原則とする制度で
ある。憲法１４条で「すべて国民は，法の下に平等であっ
て，人種，信条，性別，社会的身分又は門地により，政
治的，経済的又は社会的関係において，差別されない」
としていることによる。また，公選法３６条で明記してい
る。
この原則は，現在では投票の価値的平等を含むとされ

ているため，いわゆる一票の格差が問題となる。これに
ついては，最高裁が２０１１年３月２３日，違憲状態を認めた
うえで是正勧告とも言える判断をしていること［朝日新
聞２０１１．３．２４朝：１，３，５，２９］を考えるなら，定
数是正・選挙区割り是正をせずに総選挙をすることは憲
法違反ということになる。
直接選挙とは，選挙人が公務員を直接に選挙する制度

である。誰かに自分の票の行使を代行してもらうことな
どは否定される。有権者が直接に公職に就く人を選出す
るのが直接選挙であり，有権者が選挙人ないし代議士を
選び，それらがさらに公職に就く人を選出するのが間接
選挙である。
秘密選挙とは，誰に投票したかを秘密にする制度であ

る。憲法１５条４項では「すべて選挙における投票の秘密
は，これを侵してはならない。選挙人は，その選択に関
し公的にも私的にも問われない」とする。誰に投票した
のかが明らかになるとするなら，投票行動に影響を与え
ることは間違いない。
自由選挙とは，棄権しても罰金，公民権停止，氏名の

公表等の政策を受けない制度である。すなわち，強制投

票（compulsoly voting）をしないということである。
かつての旧ソ連や東欧の国等では投票率１００％という状
況であり投票しない人には罰則があった。もし強制投票
にすると，適当な投票や恣意的な選挙がおこなわれるこ
とになってしまう。ただ，これについては先の選挙権の
法的性格をどのように考えるかで，存否が決まってくる。
すなわち，公務説にたてば，強制投票は肯定されること
になるのである。しかし，公務説は現在においては採用
困難であるため，自由選挙は必要になるのである。
上記の中で，原則を満たしているか疑義のある事例と

して，重度身障者に対する取り扱いがある。
１９４８年の改正衆議院議員選挙法では，身障者等が在宅
のまま選挙権を行使できる在宅投票制度を創設した。そ
して，公選法は１９５０年にそれ以前の衆議院議員選挙法及
び参議院議員選挙法の総則的統一的な法律として制定さ
れた。当初，公選法及び同法施行令に基づき，在宅投票
制度が採用されていたのであるが，１９５１年の統一地方選
挙で大量の選挙違反者が出たことにより，翌年に廃止さ
れた。そのため，重度障害者は選挙権の行使ができない
状況になってしまったのである。
寝たきり生活である，原告が在宅投票制度の廃止に

よってその後の立法措置がとられていないという立法不
作為として国を提訴した，１９７４年の札幌地裁小樽支部判
決一審では，選挙違反の「弊害の是正という立法目的を
達成するために在宅投票制度全体を廃するのではなく，
より制限的でない他の手段が立法できなかったとの事情
について，被告の主張・立証はない」から，廃止は裁量
の限度を超えて，合理的理由を欠き，憲法１５条１項，３
項，４４条，１４条１項に違反する，とする［判例時報
１９７４：８］。
すなわち，重度身障者も選挙権は持っているという点

で「形式的には普通平等選挙原則は満たされている」の
であるが，実際の行使の有無という点でかつてあった在
宅投票制度が廃止されたことにより，「選挙権を現実に
行使するのに必要な制度の不存在」が問題となるのであ
る［青井２００７：３３３］。
上記判決の１９７８年控訴審でも，選挙権の保障に投票権

の機会の保障が含まれ，「その手が投票箱に届くことが
憲法上保障されているものといわなければならない」と
された［高民集３１巻２号２３１頁］。
１９８５年上告審では，憲法には在宅投票制度を積極的に
命ずる規定はなく，それどころか４７条は投票方法その他
選挙に関する事項の具体的決定を立法府である国会の裁
量という趣旨の規定をおいていることを考えれば，国家
賠償法には反しないとした［民集１９８５：１５１２］。憲法に
反するか否かについての判断はなされていない。しかし，
その後，公選法の改正がなされ，部分的に在宅投票制度
が認められている。
現在１００歳以上の高齢者の人口は５万人を超え，６５歳

以上の高齢者の人口は全体の２０％を超えた。高齢者イ
コール歩くことができないとは限らない。若者より元気
な高齢者も多数いる。しかし，高齢者が増えるというこ
とは，歩くことができない人も増えているということに
なる。また，在外日本国民の選挙権の行使についても，
十分とはいえない。
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選挙権が二元説に立ち権利性を強めていることを踏ま
えつつ，５つの諸原則も踏まえたものでなくてはならな
い。だとするならば，すべての国民が持つ主権に権利性
があり，また選挙は５つの諸原則を踏まえたものでなく
てはならないことを考えれば，それに則った措置が必要
になる。もし，ICTの高度利用ができるとするならば，
ハンディキャップのあるすべての人が，そして在外日本
国民も投票所にいくことなく選挙権を行使することがで
きる。

第３章 選挙過程におけるICTの類型

第１節 ネット選挙
選挙過程におけるICTの進歩はどこまできているのだ

ろうか。ネット選挙，電子投票，そしてインターネット
投票，という３つのステージで考えてみたい。
我が国における選挙は公選法（１９５０年）で定められて

いる。国政選挙，地方選挙ともに複数の種類の選挙が存
在するが，すべてそれぞれに選挙期間が定められている。
その選挙期間中に候補者陣営が自陣への投票を呼び掛け
る活動が選挙運動であり，その期間あるいはその期間外
に行う政治に関する活動である政治活動と区別されてい
る。選挙運動は，期間以外にもかなり厳しく定められて
おり，禁止規定ばかりであるため「べからず選挙」とも
呼ばれる。また，公選法は「べからず集」と呼ばれる［朝
日新聞２０１０．６．４朝：３８］。
選挙運動は宣伝車の台数が限定され，標旗の近くでし

かできなくそれも選挙の種類によって配布される数が異
なる。また，チラシの配布等は腕章をつけた人しかでき
ない。さらに戸別訪問は禁止され，候補者のポスターは
指定される掲示板にしか貼ることができない。そして，
選挙運動中はホームページの更新はできない。すなわち，
選挙期間に入ると同時に，各候補者のホームページはフ
リーズするのである。たとえば，２０１０年７月１１日に参議
院通常選挙が行われたが，その公示日である６月２４日午
前０時を境に候補者たちのネット上での動きは止まった
のである［朝日新聞２０１０．６．２６朝：３８］。
候補者のホームページでの自己の見解の表明について，

公選法違反にあたるのではないかと問題にされたことが
あり，総務省の見解では同法１４２条で禁止される文書図
画の頒布にあたる［松井２０１０：１８］。しかし，その所管
である同省選挙課によれば，ツイッターやブログへの書
き込みやホームページへの更新すべてが違反になるわけ
ではなく，内容が選挙運動になるかどうかが鍵だといい，
その線引きはあいまいである［朝日新聞２０１０．６．２６
朝：３８］。
これについては，２０１０年の参議院通常選挙前に議員立

法で公選法の改正により，選挙期間中におけるホーム
ページの更新ができるようにすることが議論され，
「ネット選挙解禁」（２）と騒がれた。その解禁の範囲には，
「ホームページ（HP）やブログの更新」と「動画の投
稿や文書，音声ファイルの添付」は入り，「ツイッター」
と「掲示板やブログのコメント欄」は与野党ガイドライ
ンによる自粛，「HPを印刷して配る」と「HPを大型ス
クリーンで表示する」は入らない［朝日新聞２０１０．６．

４朝：３８］。しかし，政局により，結局そのままで現状に
至っている（３）。
日本はそもそも「べからず選挙」であるがゆえになか

なか斬新的なことには踏み切れないが，諸外国は既に日
本の先例をいっている。
アメリカでは「ネット」が既に多様されている。２００８

年大統領選挙でバラク・オバマ大統領が選ばれたが，そ
の選挙運動である「オバマ・キャンペーン」はインター
ネットとソーシャルメディアを駆使した，それ以前と異
なる新たなモデルであった。根本的な要因は，ブローバ
ンドの普及である。そのため，YouTubeやフェース
ブックを利用できるようになった。また，携帯電話の加
入者数も拡大したため，候補者と有権者，支持者同士を
繋ぐ新たなコミュニケーション・ツールになったのであ
る。さらに，電子メールによるテキスト・メッセージも
利用された。
そもそもアメリカはインターネットの発祥地（４）であり

ながら，ITインフラの整備が遅れている。２００８年大統
領選挙の事例は，２００４年から２００８年までの４年間でそれ
が整備されたことが大きく作用している。ただ，２００８年
大統領選挙キャンペーンにおいて，支出額を見る限りテ
レビ広告の優位性はかわっていないが，インターネット
広告は有権者の行動パターンやISPアドレスから細かな
ターゲット・マーケティングが可能だという点で，将来
性的に魅力だとされる［清原２０１１：１２―２０］。
韓国も既に「ネット」は多様されている。２００２年大統

領選挙は「インターネットが大統領を作った」と言われ
た。それはインターネットというテクノロジーが主役な
のではなく，改革を志向する市民がインターネットを積
極的に必要として社会的コミュニケーションのツールと
してインターネットを欲したのである。
しかし，２００４年３月の公選法の改正がおこなわれ，イ

ンターネット新聞もインターネット言論者としてのその
地位が認められる一方，それらの報道内容を審議するイ
ンターネット選挙報道審議委員会の設置が盛り込まれ，
２００６年５月統一地方選挙にはインターネット実名制が導
入された。また，２００７年大統領選挙では，韓国はアメリ
カとは対照的に，動画UCCサイトYouTubeが利用でき
ることになったのに，ガイドラインで制限された。同じ
く２００７年大統領選挙では選挙前１８０日前からUCCが集中
的に取り締まられた。さらに，同じく２００７年大統領選挙
では新聞に替わって勢力が強くなっている，ポータルサ
イトへの規制が行われた。くわえて，２００２年大統領選挙
で選ばれたノム・ヒョン前大統領がオフラインの保守メ
ディアからの攻撃で死を遂げたため，韓国における「デ
ジタル・デモクラシー」は岐路に立たされているといえ
る［玄２０１１：８３―９３］。
アメリカでは現在，インターネットを介した選挙は肯

定的に捉えられて，韓国ではやや否定される傾向にある
といえる。しかし，前嶋和弘によれば，「選挙のアメリ
カ化」がある。それをどう準備するか。必要であるのは，
規制改革とともに，市民レベルの選挙に対する意識改革
や「下からの社会変革」を意識した選挙戦術や政治的リ
クルートメントメントの変革である［前嶋２０１１：１５３―
１７０］。
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そもそも我が国における公選法による選挙運動の規制
は，「無制限な自由を認めると，ややもするとその選挙
が財力，威力，権力等によってゆがめられるおそれが生
じる」からである［選挙制度研究会２００７：１７４］。そし
て，公選法１４２条の定めによれば，「選挙運動のために使
用する文書図画は，法定の通常葉書，選挙運動用ビラ，
選挙運動用広告を掲載した新聞紙及び選挙公報のほかは，
いっさい頒布（配布）することができない」［選挙制度
研究会２００７：１９５］。ホームページの更新はこの制限列
挙されたものの中に入れられずその更新を無制限に認め
たとするならば，候補者間の財力や労働力の差によって，
サイトの数や充実度に差が生じ，公正な選挙が実現でき
ないという趣旨であろう。
また，公選法ではテレビやラジオの政見放送の回数が

決められているのに，現状ではその抜け道をぬって無料
動画サイトであるYouTubeに投稿されたりすると，濫
用になる。２ちゃんねるの書き込みによる出口調査への
影響などもある［岩崎２００９：１８４―１８６］。したがって，
無制限な解禁は肯定できない。
一方で，外国の管理下にあるサイトに対しての対応も

問題になる。日本国内のサイトにだけ制限をしたところ
で，抜け道だらけである。こういったことに対しては，
諸外国との協議により条約等での刷り合わせを必要とす
る。だとすれば，我が国もインターネットを介した選挙
運動について，多少なりとも，進んでいるアメリカなど
におけるそれへの接近が必要ということになる。
さらに，選挙においても有権者の憲法上の知る権利が

当然あることを考えれば，ICTの発達に合わせて公選法
の縛りを緩めて行く必要があろうである。また，右崎正
博がいうように，何より選挙における主人公である有権
者が意見を述べることが制限されたままであることは問
題である［朝日新聞２０１０．６．４朝：３８］。これは第二
章で先述の選挙権の法的性格が二元説に立ちつつも権利
性を強めていることにも符号し，先述の前嶋の言説とも
調和する。
「IT時代の選挙運動に関する研究会」（座長：蒲島郁
夫東京大学教授（当時））ではインターネットを選挙運
動のための手段として位置付けることにより期待される
効果として，候補者情報の充実，政治参加の促進，有権
者と候補者の直接対話の実現，金のかからない選挙の実
現という５つを挙げている［岩崎２００９：１７９―１８０］。す
べて大切であるが，これらの根幹にあることは，主権者
である，国民本位の選挙ということである。
選挙運動におけるインターネット利用の解禁は「デジ

タル・デバイド，有権者への各候補者の陣営からのメー
ル配信，インターネット上の候補者のなりすまし，候補
者への誹謗中傷などの問題」を引き起こすという指摘に
対して，岩崎正洋は，「従来型の選挙運動か，それとも
ICTを利用した選挙運動かのいずれか一方にするという
わけではない。この点は二者択一という発想をすてなけ
ればならない」とする［岩崎２００９：１９４］。
国民主権ということを考えると，そもそも国民は民主

主義の客体ではなく，主体である。国会議員や地方議員
等の政治家は国民による信託（憲法前文第一段）を受け
ているにすぎない。そのことを再確認し，民主主義にお

いて，一般有権者が議論を戦わせる討議デモクラシー
（deliberative democracy）が必要であることを考えれ
ば，名誉棄損やプライバシーの侵害にならないように，
有権者にネット選挙での選挙運動を許容する必要がある。

第２節 電子投票
「電子投票」とは，通常は投票所での投票の際に投票
用紙に当選させたい候補者名か政党名を書くという自書
式（公選法４６条１項～３項）（５）であるが，替わりにボタ
ンでそれを選択するというものである。違いは，まず投
票所で渡されるのは，投票用紙ではなく投票カードであ
るという点である。その投票カードを投票機に差し込み
起動させ，タッチパネルの候補者一覧から投票したい候
補者を選択し，「終了」という表示に触れる。そして，
投票内容が表示されそれを確認する。電子投票機の内部
にある電磁的記録媒体に投票結果が記録される。選挙人
は投票カードを抜き取り，それを出口で返却して，終了
となる。「つまり，現行の電子投票は，従来の自書式投
票から著しく変化したものではなく，自署式投票の延長
線上にあるものとして捉えることができる」［岩崎
２００９：８８―９０］。
そもそも世界の主流は「記号式」であり，電子投票も

広がりつつあるという状況にある。１９９７年１２月現在では，
自書式は日本とフィリピンだけになっている［朝日新聞
２０１０．１２．１９朝：７］（６）。我が国が自書式を基本としてい
る理由としては，識字率が世界で最も高い国家であるこ
とも考えられるが，公選法が制約の規定を多く置いてい
ることからも不正に対して慎重に対応していることにも
あるであろう。しかし，電子投票については，上述の方
式により我が国でも既にいくつかの事例がある。
具体的な動きは２００１年１月の「e-Japan戦略」から始

まる。そして，同年６月２６日のIT戦略本部が発表した
「e-Japan２００２プログラム――平成１４年度IT重点施策に
関する基本方針」で２００２年度における重点的なIT施策
として５つの柱が明示され，その中で初めて「電子投票」
という言葉が登場した。この段階で想定しているのは地
方選挙のみである。実際に制定された，２００１年１１月３０日
の公選法特例法である「地方公共団体の議会の議員及び
長の選挙に係る電磁的記録式投票機を用いて行う投票方
式等の特例に関する法律（平成１３年法律第１４７号。略称，
電磁記録投票法）」（２００２年２月１日施行）も地方に限定
されている。そして，この法律の内容は，全国の地方公
共団体は各々が独自に条例を制定して電子投票を実施す
るということになっている［岩崎２００９：７７―７９］。電子
投票は公選法の定める投票方法ではなく，公選法の特例
法を制定し，地方公共団体の条例で定めるところにより，
電磁的記録式投票機（電子投票機）を用いて投票を行う
のである［原２０１１：２４４］
２０１２年９月２７日まで，２００２年６月２３日の岡山県新見市
市長・市議選の事例［朝日新聞２００２．６．２４朝：１］を
筆頭に，過去１０自治体で計２２回行われている［総務省
ホームページ２０１２年９月２８日現在］。また，２０１１年８月
末現在，電子投票を実施する条例を制定しているのは７
市町村である［原２０１１：２４２］。
トラブルは以下のとおりである。２００２年新見市におけ
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る長・市議選では，電子投票機の故障２件，職員のミス
２件［岩崎２００９：１２９］。２００３年広島市安芸区（７）におけ
る市長選挙では，電子投票機の故障１件［岩崎２００９：
１３６］。２００２年白石市における市議選では，有権者の操作
ミス３件［岩崎２００９：１４０］。２００３年鯖江市における市
議選では，有権者の操作ミスが複数［岩崎２００９：１４３］。
２００３年可児市における市議選では，市内２９か所で発生。
２００３年大玉村における村議選では，投票機の故障１件，
投票カードエラーが５件，カード破損が１件［岩崎
２００９：１５５］。２００３年海老名市における市長・市議選では，
投票の際と開票の際に，それぞれトラブルが多数である
［岩崎２００９：１５９］。２００４年六戸町における町選では，
トラブルなし［岩崎２００９：１６６］。２００４年京都市東山区（８）

における市長選ではトラブルなし［岩崎２００９：１７０］。
２００４年四日市市における市長・市議補選では，トラブル
なしである［岩崎２００９：１７４］である。
可児市では多くのトラブルが発生したことから，市民

２１名と次点候補者陣営によって可児市選挙管理委員会に
対して選挙無効の異議申し立てがなされた。それに対し
て，棄却がなされたので，上級機関である岐阜県選挙管
理委員会に審査請求がなされたが，そこでも棄却された
（公選法２０６条）。そこで，選挙無効訴訟にいたった（同
法２０７条）。名古屋高等裁判所，その上告審である最高裁
においてともに選挙無効の判断がなされた［柳瀬２００９：
７４―８７］。可児市ではこののち条例を凍結している（９）。
確かに，経費負担等を理由として，２００４年３月の四日

市市の条例制定の後に新たに条例制定をした地方公共団
体はない［原２０１１：２４２］。しかし，時系列でみていく
と，回数を重ねる毎にトラブルは起きなくなっているこ
とがわかる。だとするならば，トラブルは限りなく減ら
すことは可能である。
諸外国では，ヨーロッパをみると，オランダは，２００２

年６月時点で約５００自治体のうち９割が電子投票を導入
し，国政選挙などでも威力を発揮している［朝日新聞
２００２．６．１４朝：１５］。ベルギーでは１９９１年に２つのカ
ントン（郡）で試験的投票を行い，１９９４年に正式に電子
投票制度を導入した。２０１１年，全有権者のうち４５％に当
たる約３４０万人が電子投票を行っている。そして，フラ
ンスでは２００７年大統領選挙で初めて電子投票を一部導入
した［朝日新聞２００７．４．２３夕：２］。２００８年１２月時点で
電子投票を正式導入しているのは１３カ国，試行中は９カ
国，制度はあるというのは３カ国となっている（１０）。
インドでは２００４年総選挙で初めて電子投票に踏み切っ

た［朝日新聞２００４．５．１４朝：７］。韓国は国民総背番制
を利用し，国も地方も含む全ての公職選挙を対象として，
電子投票を全国一斉にスタートする準備を進めている。
国民総背番号制を利用することにより，有権者は任意の
投票所で投票できる。
電子投票におけるメリットは，開票時間の短縮，無効

票・疑問票の解消，投開票にかかわる職員数や経費の削
減である［朝日新聞２００２．６．１４朝：１５］。実際，時間
については，最初の新見市市長・市議選では開票は僅か
２５分であった［朝日新聞２００２．６．２４朝：１］。また，投
票の簡素化により，たとえば肢体不自由な有権者にとっ
ては，機械に触れるだけの方が安易であり，無効票をな

くし投票の正確性をもたらす［岩崎２００９：９７―９９］。電
磁記録投票法７条３項及び４項には，電子投票機を用い
ることが困難な有権者のための操作補助制度の規定があ
る。
一方，デメリットは，投票機の故障，投票機の操作ミ

ス，プライバシーの漏洩などの投票機に対する不信感，
投票機のコストの問題などである［岩崎２００９：９９］ま
た，電算装置ヘのハッカーへの侵入の危惧もある［朝日
新聞１９９７．１２．１９朝：７］。
２００５年に総務省が設置した「電子投票システム調査検
討会」による２００６年３月の報告書によれば，これまでの
トラブルは３点である。�技術条件の定める内容それ自
体が不適切ないし不十分であったこと，�個々の電子投
票機が技術的条件に適合しているか否かについての事前
確認が不十分であったこと，�投票機の運用面で問題が
あったこと，である，同検討会ではこのうち特に�につ
いて深く議論されている。同年１２月の総務省の「電子投
票システムの技術的条件に係る適合確認実施要綱」では，
ベンダー（事業者）への総務省委託契約の民間検査機関
による認証制度が創設された。認証制度は，不要なトラ
ブルを未然に防ぐことができるだけでなく，関係者すべ
てとっても必要不可欠のものである［岩崎２００９：１１３―
１１６；原２０１１：２５４］。
国やベンダーのみが情報をもっていると，投票の秘密

すなわち秘密投票が守られない可能性が生まれるが，さ
らにチェック機関があることにより，秘密投票が守られ
る確率は著しく高まる。地方公共団体が電子投票の実施
を訓練することは，国レベルで実現できることに近づく
のである。それこそジェームズ・ブライスのいうところ
の「地方自治は民主主義の学校」である。

第３節 インターネット投票
１９９９年総務省が設けた「電子機器利用による選挙シス
テム研究会」（座長：田中宗孝日大教授）は（広義の）
電子投票の将来について，「指定投票所で投票」（選挙人
が指定された投票所において電子投票機を用いて投票す
る段階）→「指定投票所以外でも投票」（指定された投
票所以外の投票所においても投票できる段階）→「個人
のコンピューターから投票」（投票所での投票を義務付
けず，個人の所有するコンピューター端末を用いて投票
する段階）と３段階を展望している［朝日新聞２００２．
６．１４朝：１５；全国市区選挙管理委員会連合会２００２］。
電子投票とインターネット投票は混同されやすい。

「インターネット投票」をどう捉えるかであるが，電磁
的に作成された投票記録をコンピューター・ネットワー
クを介して送受信するものを「インターネット投票」と
するならば，電子投票もそれに該当することになるが，
一般的には，我が国では自治省（当時）が設置した「電
子機器利用による選挙システム研究会」の２０００年の中間
報告の整理に依拠している。それにしたがい，上述の第
三段階がインターネット投票と理解されている。その意
味では，インターネット投票の実例として，１９９７年に
ミール宇宙ステーションに滞在中であったアメリカのデ
ビッド・ウォルフ宇宙飛行士がテキサス州の特例法の規
定によって電子メールで投票した世界で最初の例がある
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［湯淺２００６：７３―７４］。
また，バルト３国のひとつである，エストニアでは，

２００７年の国会議員選挙においてパソコンから投票する，
インターネット投票が行われ，さらに２００９年には欧州議
会議員選挙でも行われた。エストニアは，全国レベルで
インターネット投票が行われた世界で最初の例である。
本人確認は電子署名法とICチップを内蔵したIDカード
の普及によるところが大きい。そして，選挙法はその罰
則規定を置き，それによって，他人が当人に代わり投票
する，いわゆるなりすましに対応している。また，強要
や買収については，投票の変更の制度で対応している
［湯淺２００９：３９―４４，６７；湯淺２０１１：５―６］。
そこでエストニアの事例で問題になるのは，秘密投票

の原則である。投票の変更の制度があるため，特定の選
挙人が投じた票を発見して確認できるようにしておかな
ければならない。そうすると，秘密投票が守られないで
はないかということになるが，「封筒」方式を採用して
いる。すなわち，投票方向は「内側の封筒」データとし
て暗号化し，さらに「外側の封筒」に入れて電子署名す
るという技術的方式によって，投票者の特定と選挙人の
投票の秘密が守られるように配慮されているのである。
ただ，それでも問題が残り，投票の変更の制度があるこ
とにより，誰が投票したのかという秘密は保護されない。
湯淺墾道は秘密投票の原則の中に誰が投票したか（誰が
投票しなかったか）の秘密が含まれるかどうかという点
の論理的再検討が必要になるとする［湯淺２００９：６８―７０］。
したがって，我が国の憲法解釈上，秘密投票の中に，

投票したか否かの秘密が含まれるかどうかの検討が必要
である。
憲法１５条４項は秘密選挙を規定している。投票を公務

と捉えるならば公開投票制が導かれる［高見２００６：２９］。
いいかえれば，選挙権の権利性から秘密投票が導かれる
ということになり，選挙権の法的性格に権利性を強く認
めることと調和する。秘密選挙の方法論として，公選法
は，投票所・開票所の指定（同法３９条及び６３条），無記
名投票の無効（同法４６条４項），投票用紙の公給（同法５２
条），他事記載禁止（同法６８条１項６号）などが規定さ
れている。
最高裁は判例で選挙の効力について，不正投票が誰に

対してなされたか取り調べてはならない，とする［民集
１９４８：１２５；民集１９５０：５２３］。一方で，公選法の詐偽投
票罪の捜査のための投票用紙の指紋照合で，特定の候補
者と被疑者ではない選挙人らが投票の秘密が侵害された
とする国家賠償訴訟では，投票内容が外部に知られる虞
がないとして原告の訴えを退けている［判例時報１９９７：
７１］。
選挙権の法的性格において二元説に立ちつつも権利性

が強いことを考えれば，秘密選挙の捉え方において，投
票したか否かということの秘密まで含まれるべきであろ
う。権利であるなら自ら放棄する自由もあるべきだから
である。
したがって，我が国の場合，憲法解釈上，エストニア

のインターネット投票の事例のように，投票後に，その
有権者が投票したか否かがわかる制度は採用できない。

第４章 インターネット投票におけるジレンマ

インターネット投票において，本人確認をしようとす
れば，誰がどの候補者に投票したのかが明らかになり秘
密選挙の原則を守れず，秘密選挙の原則を守ろうとすれ
ば投票者の本人確認ができなくなるというジレンマが存
在するのである。ここに憲法上の限界がある。しかし，
ICTとして本人確認と投票の秘密を両立できるならば，
憲法上の限界をクリアーしてインターネット投票を導入
できるということになる。
自宅ないし近場のパソコンからインターネットを介し

て，投票所の役割を果たすサイトにログインし（ここで
本人確認），その状態を維持したままIPアドレスを不明
にさせ当選させたい候補者に投票する（ここで秘密投票）。
そして，必要であるのはその投票は一回のみで，ちょう
ど医療現場の注射器が一回使用したら二回目は使用でき
ない仕組みになっているようにである。これができるま
での道のりは長い。
また，仮に上記のようなメカニズムが構築できたとし

ても，投票者が第三者に脅迫を受けて投票している可能
性も生まれる。そのような場合に対応した，罰則や不服
申立て制度について法制化の検討の必要も生まれる。
しかし，本人確認については，NTTコミュニケー

ションズが，「キータッチパス」と呼称する，タッチタ
イピングの癖でほぼ本人であることを確認できる技術を
発明した［NTTコミュニケーションズ ホームページ
２０１２年９月２８日現在］。これが真正であると，ICカード
での本人確認よりも，精度は高い。残るは，秘密選挙の
部分である。ネットを介しつつも，投票者の選択が履歴
として残らないようにしなければならない。すなわち，
本人確認をした後に，回線が繋がった状態を維持しつつ
も，本人確認したことを一旦遮断し，投票の秘密が守ら
れるようなシステムの登場が待たれるのである。現在は
まだない。しかし，ここに憲法上の限界と可能性がある
のである。

第６章 結 語

ネット選挙や電子投票については，現実的に広がる可
能性がある。しかし，インターネット投票の実現につい
ては，デメリットを挙げて反対意見ばかりである。
有権者の殆どは，選挙権の行使に不自由しない。自分

で投票所に行き，候補者の中から当選させたい者の名前
や政党名を記述し，投票箱に入れることができる。また，
期日前投票や不在者投票等を選択する余地もある。しか
し，ハンディキャップのある人の中にはそれができない
人も多い。そういった人たちが当然のこととして行使す
ることができるようにする可能性をインターネット投票
はもっているのである。
確かに，その人たちがパソコンや端末類を持っていな

い場合もある。「インターネットの利便性を享受できる
人とできない人の間の格差（デジタル・デバイド）の問
題も残されている」［松井２０１０：８］。また，ハンディ
キャップのある人のうち選挙権の行使ができない人のた
めには，一般書留等を利用した郵便による投票を充実さ
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せればよいではないか，という意見もある。その場合，
投票用紙を封筒で封をしてさらに封筒に入れて郵送する
ということになり，到着した段階で，投票用紙を直接に
封をしている方の封筒を，他の同様のものと混ぜる等で
投票の秘密を守る方法以外にない。しかし，それでもそ
れは自分で文字を書けることを前提としているのである。
問題は，情報社会であるから，インターネット投票あ

りきではなく，選挙権の行使方法についてのチャンネル
を増やすことである。憲法上の選挙原則の１つである，
普通選挙では男女２０歳以上が選挙権をもつため，形式的
には達成している。しかし，特性ゆえに選挙権を行使で
きていない人がいるのであれば，それは実質的には普通
選挙は実現していないのである。いいたいことは，イン
ターネット投票はあくまで補完的に利用できるのではな
いかということである。
「インターネットは参加民主主義の強力な武器となり
うるかもしれないのである」［松井２０１０：７］。これは
ネット選挙の文脈を意識した言葉であろう。しかし，イ
ンターネット投票でも同様のことがいえる。インター
ネット投票を部分的に導入すれば，民主主義の入り口を
広げることになり少なくとも現在の状況より，民主主義
が強固で大きく前進することは確かである。

［注］

� ある程度広く「政治」の定義をとると，行政に関係
するものまで含めることができるが，狭くとると，立
法に関係するもののみになる。そのことが，「政治学」
を広くとれば行政学を含み，狭くとれば行政学が別の
分野となることにあらわれる。

� この「ネット選挙」とはインターネットを通じて選
挙運動を行うという意味であって投票においてイン
ターネットを利用するということではない。また，
１９９８年６月には民主党が「ネット選挙」の公選法の改
正案を国会に出したが成立しなかった。２００５年８月に
は民主党が衆議院議員総選挙のマニフェストにネット
選挙解禁を掲げ，翌年５月には自民党の選挙制度調査
会がネット選挙の一部解禁を認める内容の報告書をま
とめた。さらに，近時，民主党の２００９年衆議院総選挙
の際のマニフェストにも「ネット選挙解禁」が掲載さ
れた。

� ２０１０年参議院通常選挙前に与野党で構成する「イン
ターネットを使った選挙運動の解禁についての各党協
議会」（座長：桜井充民主党参院政策審議会長）はガ
イドラインをまとめる段階までこぎつけたが，６月の
鳩山由紀夫首相の辞任を引き金とする政局の混乱に
よって改正案の国会提出は見送られた［朝日新聞２０１０．
６．３朝：７；朝日新聞２０１０．６．４朝：３８；朝日新
聞２０１０．６．２６朝：３８］。また，２００７年参議院通常選
挙では自民党，民主党ともに，ホームページを更新し，
候補者を紹介するなどして，ホームページの選挙期間
内の更新を事実上は解禁している［松井２０１０：１８］。

� インターネットはアメリカのARPANETと呼ばれ
る軍事プログラムが発展したものであり，軍や防衛関
連企業，軍に関わる研究を行う大学などに利用される

コンピューターが複数の経路をもつことにより，有事
の際に一部が損傷を受けても相互に情報伝達を行うこ
とができるように開発されたものである［松井２０１０：
１］。
� 但し，例外規定として記号式投票制度（公選法４６条
の２）と点字投票（同法４７条）がある。

� フィリピンは２０１０年５月１０日選挙よりマークシート
方式の投票用紙を使った電子投票（自動化選挙，Auto-
mated Election System＝AES）を導入した［朝日新
聞２０１０．５．１０夕：８；湯淺２０１１：６―７］。

� 広島市には８区ありその中で安芸区が選ばれたこと
について，「選挙管理委員会は，模擬投票などの啓発
期間が限られ，有権者が最も少ない安芸区は周知しや
すいこと，投票率が市内でもトップクラスであり，年
代構成が市平均に最も近いこと，安芸区をITのモデ
ル区に位置づけ，ノウハウを蓄積したいと考えている
ことを挙げた」［岩崎２００９：１３１］。

	 京都市東山区で電子投票が実施されるまでの経緯は，
公式的なかたちであまり明らかになっていない」［岩
崎２００９：１６７］。


 同様に海老名市でも，同様の手続きがとられたが，
最高裁に原告（住民）が上告せず，有効が確定してい
る［原２０１１：２５４］。

� 「正式導入」１３カ国は，インド，ブータン，米国，
パラグアイ，ブラジル，エストニア，オランダ，カザ
フスタン，スイス，ベルギー，ロシア，オーストラリ
ア，アラブ首長国連邦。「試行中」９カ国はフィリピ
ン，アルゼンチン，コスタリカ，イタリア，英国，
オーストリア，スペイン，スロベニア，ポルトガル。
「制度はある」３カ国はシンガボール，韓国，アイル
ランド［朝日新聞２００８．１２．４朝：３７］。２００５年末で
部分的に導入している国も含め全体で４０カ国を超える
［湯淺２００６：７３］。

［文 献］

青井未帆［２００７］「１５９ 重度身障者の選挙権―在宅投票
制度廃止事件１審」高橋和之ほか編『憲法判例百選�
［第５版］』（有斐閣）

芦部信喜 高橋和之補訂［２０１１］『憲法 第５版』（有斐
閣）

岩崎正洋［２００９］『ｅモクラシーと電子投票』（日本経済
評論社）

岡田大助［２０１２］「選挙論と首相公選論」早稲田大学大
学院社会科学研究科『社学研論集 第１９号』

清原聖子［２０１１］「第１章 アメリカのインターネット
選挙キャンペーンを支える文脈要因の分析」清原聖子
ほか編著『インターネットが変える選挙 米韓比較と
日本の展望』（慶應義塾大学出版会）

清宮四郎［１９７９］『憲法�［第３版］』（有斐閣）
玄武岩［２０１１］「第４章 凋落するネット選挙，勃興す
るネット政治―韓国のネット規制と新たなデジタル・
デモクラシー」清原聖子ほか編著『インターネットが
変える選挙 米韓比較と日本の展望』（慶應義塾大学
出版会）
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高民集［１９７８］『高民集３１巻２号』
小林昭三監修［２００９］『日本国憲法講義』（成文堂）
佐藤幸治［２０１１］『日本国憲法論』（成文堂）
杉原泰雄［１９８０］「参政権論についての覚書」『法律時報
５２号３号』（日本評論社）
杉原泰雄［１９８０］『憲法� 統治の機構』（有斐閣）
選挙制度研究会編［２００３］『実務と研修のためのわかり
やすい公職選挙法［第十三次改訂版］』（ぎょうせい）

全国市区選挙管理委員会連合会［２００２］「資料欄 電子
機器利用による選挙システム研究会報告書�」『選挙
時報５１巻４号』

全国市区選挙管理委員会連合会［２００２］資料欄 電子機
器利用による選挙システム研究会報告書�『選挙時報
５１巻５号』
全国市区選挙管理委員会連合会［２００２］「資料欄 電子
機器利用による選挙システム研究会報告書�」『選挙
時報５１巻６号』

高橋和之［２０１０］『立憲主義と日本国憲法 第２版』（有
斐閣）

高見勝利［２００６］「第１４章 国会」野中俊彦『憲法�［第
４版］』（有斐閣）

辻村みよ子［１９８９］『「権利」としての選挙権』（勁草書
房）

辻村みよ子［２００８］『憲法 第３版』（日本評論社）
長尾一紘［２０１１］『日本国憲法 全訂第４版』（世界思想
社）

林田和博［１９５８］『選挙法』（有斐閣）
原佳子［２０１１］「電子投票制度の現状及び課題」『RE-
SEARCH BUREAU論究（第８号）』

判例時報［１９７４］『判例時報７６２号』
判例時報［１９９７］『判例時報１６０２号』
藤井俊夫［２００８］『憲法と人権�』（成文堂）
前嶋和弘［２０１１］「第６章 米韓インターネット選挙と
日本」清原聖子ほか編著『インターネットが変える選
挙 米韓比較と日本の展望』（慶應義塾大学出版会）

松井茂紀［２０１０］「序章」及び「第１章 インターネッ
ト上の表現行為と表現の自由」高橋和之ほか編［２０１０］

『インターネットと法［第４版］』（有斐閣）
宮沢俊義［１９６２］『憲法［改訂版］』（有斐閣）
民集［１９４８］『民集２巻７号』
民集［１９５０］『民集４巻１１号』
民集［１９８５］『民集３９巻７号』
湯淺墾道［２００６］「韓国の電子投票」九州国際大学社会
文化研究所紀要 第５９号』

湯淺墾道［２００９］「エストニアの電子投票」『九州国際大
学社会文化研究所紀要 第６５号』

湯淺墾道［２０１１］「電子投票に関する法制度の近時の動
向」『九州国際大学社会文化研究所紀要 第６７号』

柳瀬昇［２００９］「地方選挙における電子投票をめぐる訴
訟―岐阜県可児市電子投票無効訴訟判例評釈」『選挙
研究 第２４巻第２号』

朝日新聞２００２年６月１４日朝刊
朝日新聞２００２年６月２４日朝刊
朝日新聞２００４年５月１４日朝刊
朝日新聞２００７年４月２３日夕刊
朝日新聞２００８年１２月４日朝刊
朝日新聞２０１０年５月１０日夕刊
朝日新聞２０１０年６月３日朝刊
朝日新聞２０１０年６月４日朝刊
朝日新聞２０１０年６月２６日朝刊
朝日新聞２０１１年３月２４日朝刊
総務省ホームページ２０１２年９月２８日現在「選挙・政治資
金」「選挙」「ニュース一覧」「投票制度・選挙制度・
その他」「電磁的記録式投票制度について」「電子投票
の実施状況」
［http:／／www.soumu.go.jp／senkyo／senkyo_s／news／
touhyou／denjiteki／denjiteki０３.html］

NTTコミュニケーションズホームページ２０１２年９月２８
日現在「お知らせ」「ニュース」「２０１０年７月５日：キー
ボード入力の個人特性を用いた本人性確認サービス
『キータッチパス』の北里大学，明治大学における実
証実験の実施について」
［http:／／www.ntt.com／serviceinfo／monthinfo／detail／
２０１００７０５.html］
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